
○物流を取り巻く変化への対応の必要性

○諸計画の承継と深化の必要性

○物流の将来像と中長期物流政策の確立の必要性

「今後の物流政策の基本的な方向性等について」（答申）のポイント
「危機を乗り越え、自ら変わる、日本を変える～「物流生産性革命」と「未来に輝く物流への進化」へ協同～」

◆人口減少・少子高齢化・労働力不足
→ 物流分野は中高年層への依存度が高く、人口減少・

少子高齢化に伴い深刻な人手不足に陥るおそれ。
（トラック事業では就業者の約４割が50歳以上）
→ 過疎地等では、配送効率が大幅に低下。

◆貨物の小口化・多頻度化と顧客ニーズの多様化
→ 近年、貨物の小口化が進行するとともに、

件数ベースでの物流量が増加傾向。
→ またＥＣ市場の拡大を背景に宅配貨物も急増

しており、配送時間帯の指定等顧客ニーズが多様化。

◆労働法制の見直し及び生産性向上に向けた動き
→ 月60時間超えの時間外労働に対する割増賃金率の引き

上げを中小企業にも適用する法案が閣議決定。
→ 政府において、運送業等の生産性向上に向けた取組が

本格化。

◆１億総活躍社会の実現に向けた動き
→ 戦後最大のGDP600兆円の実現等の目標が掲げられた。

◆技術革新
→ あらゆるものがインターネットに接続するIoT時代が

到来し、「第四次産業革命」への動きが活発化。

◆国際競争の激化
→ 海外との熾烈な競争の下、アジアの物流需要の成長を

取り込み、アジア物流圏全体の効率化を進めていく必要。

◆地球環境問題・エネルギー制約
→ 地球温暖化対策やエネルギーセキュリティの観点から、

物流分野の温室効果ガス排出量の削減は重要な課題。
（国内CO2排出量の17%は運輸部門）

◆災害リスクの高まり
→ 首都直下地震や南海トラフ地震の30年以内発生確率は

70％。自然災害による物流網の寸断は、資源・エネルギ
ーや食料等の供給停止等地域経済に大きな影響。

直面する課題等

多様な関係者との連携・協力を進めることや、先進的な技術を活用することにより、
〇 事業の省力化・効率化を進めるなど時代を先取り
〇 自らが新たな価値・新たなサービスを次々と生み出し、新たな市場の開拓等を行う
〇 本業を通じた社会貢献により社会における物流の存在価値を更に向上させ、魅力的な物流へと進化

物流の将来像

国内外の経済活動の仕組みや人々のライフスタイルを変化させ、
未来を創っていく産業として、社会の期待に応え続ける存在へ

（１）都市内物流マネジメント
（２）消費者との対話を通じた
ライフスタイルの変革

（３）海外展開をはじめとする新たな
市場の開拓等

（１）就業環境の改善と定着率の向上
（２）業界イメージ・物流そのものの
イメージの改善

（３）人材の確保・育成

（１）モーダルシフトの更なる推進
（２）トラック輸送の更なる効率化
（３）物流ネットワークの拠点高度化
（４）港湾・鉄道等既存インフラのストック
効果の一層の発現

（５）過疎地等における物流
ネットワークの構築

（６）物流の高度情報化・
自動化

物流生産性革命の実現

物流フロンティアへの挑戦

潜在的輸送力等の発揮
～究極的に効率化された物流～

（１）地球環境対策への貢献
（２）災害対応力の強化等安全・安心
の確保への貢献
（３）活力ある地域づくりへの貢献

多様な人材が活躍できる
環境の整備等

社会への貢献

新たな連携の構築 先進的技術の活用

将来像の実現に向けた施策の進め方

未来へ続く魅力的な物流への進化

人口減少下においても、
① 持続的な経済成長と② 安全・安心で豊かな国民生活 を支えていく役割が求められる

将来の物流が果たすべき役割
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